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令和2年9月市議会教育厚生委員会資料

第 1、12号議案

令和2年度長崎市国民健康保険事業特別会計補正予算(第1号)

(・事業勘定)
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1 令和2年度長崎市国民健康保険事業特別会計歳入歳出補正予算総括表(事業勘定)

款 項

1 国民健康保険税

2 使用料及び手数料

目

3 国庫支出金

歳

無曝声出""゛鰄§ゞ
捉誕翻讐縫途

入

補正前

8,484,072

険給イ、賞゛"ー
'1.、,,..り'Y

補正額

5 財産収入

マ、

5.255

難識
' 41、β89675

4,389 リ

6 繰入金

5.933

補正後

0

7 繰越金

8,484.072

9 60

0

8 諸収入

款

0

項

5,255

1 総務費

996

5.933

2 保険給付費

4 409635

目

388

3

歳

国民健康保険事業費
納付金

司 409・635

4,656.183

60

4 保健事業費

,0 '635

補正前

出

5 基金積立金

0

計

165'593

6

266'225

,,0

(単位;千円)

40.524,390

388

補正額

出金

",二11§騨1き'梦、γ,、、'1・
、"'鄭.'顎・,、、"、・ーセ

!入七'.・'、'智{、{'ー

4.656,183

0

13.454.952

54.707.100

0

補疋後

、'^即 f"'.

劇一'
.Kt'、,""

364,188

0

'

165,593

',、,',,r'1 -、,'!.,,.,.匂.

険税還"念醗ゞ1

ー、、、,唯1,1【'、 N

買li}轟j治6迫5ケ1
-1.、_1〆'』;」・、a卜Yif. J

0

266,225

,伯.960

40,524.390

388

'J才凡J 、キノノ4

"、し'ーゞt.49'59P
、ノ、コJ ' 1,,◆王

2

0

退職被保険者等
保険税還付金

、

13,454,952

、゛

' 9.96

54,727.060

3償還金

0

2 繰出金

7 予備費

1-"翫ヒ]^、1 、'コ

.、",;_,、', i'・"托・

0

364,188

1゛ 191960

06 1

388

,曾乢==

11.1 '1欝^
393

計

500

68 リ

9550

37.367

0

10,000

54.707.100

0

393

500

0

19.960

37.367

10,000

54'727,060

ノ

.
0

合合



2 補正予算の内容

【歳出】

①一般被保険者保険税過誤納還付金

項

6 諸支出金

目

1 償還金及び還付加算金等

ア補正理由

新型コロナウイルス感染症及びそのまん延防止のための措置の影響により、収入が減少
等した被保険者の国民健康保険税について、国が示した財政支援の対象となる減免内容に
基づき、令和元年度分(第9期及び第1.0期分)1こついて遡って減免を行うため、増額補正する
もの。

イ.内訳 (単位:千円)

1 一般被保険者保険税還付金

一般被保険者保険税過誤納還付金

補正前の額

一般被保険者保険税還付加算金

区分

86,957

【歳入】

(1)県支出金

※補正額

49,590

補正額

48,697

合計

還付単価見込49,9.00円X申請件数見込400件

19,960,000円

19,960

(単位:千円)

19,960

補正前の額

19,960

項

4 県支出金

計

目

106,917

1 県補助金

48,150

69,550

特別調整交付金

3 財源内訳

68,657

1 保険給付費等交付金

補正額

547

48,697

※ 19,960

事業費

計

0

19,960

補正前の額

19,960千円

68,110

19,960

国庫支出金

41,389,675

41β89,675

547

68i657

41β89,675

補正額

県支出金

19,960

(単位;干円)

19,960

19,960

財源内訳

19,960

・十

41,409,635

地方債

41,409,635

41,409,635

2

その他

(単位:千円)

一般財源

欠

=
=

欠
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<参考>

1 制度の概要

新型コロナウイルス感染症及びそのまん延防止の.ための措置の影響により、収入が減少

等した国民健康保険被保険者の国民健康保険税について、国が示した財政支援の対象と

なる減免内容に基づき、長崎市国民健康保険税条例に「新型コロナウイルス感染症に係る

減免の特例」'の規定を設け、遡って減免できることとするもの。

新型コロナウイルス感染症の影響による国民健康保険税の減免制度について

2 減免基準

(1)国民健康保険税の減免額

ア減免の対象となる期問

減免対象となる保険税は令和元年度分及び令和2年度分で、令和2年2月1日

から令和3年.3月31日までの間に普通徴収の納期限.(特別徴収の場合にあって

は特別徴収対象年金給付の支払日)が設定されているもの。

【還付金の処理方法】

期別 9

哉消"やR納期限

第10期

元

R3.3月末

歳出還付

(今回補正)

句

※紬期限:末日が土日祝日の場合は、その翌平日

イ.減免の対象となる世帯

(ア)新型コロナウイルス感染症により、その属する世帯の主たる生計維持者が死

亡し、又は重篤な傷病を負った世帯全額

第1期

R2.6月末

第2期

R2.7月末

第3期

R2旧月末

(イ)新型コロナウイルス感染症及ぴそのまん延防止のための措置の影響によ.り、

主たる生計維持者の事業収入、不動産収入、山林収入又は給与収入(以下「事

業収入等」という。)の減少が見込まれ、次の.からCまでの全てに該当す

る世帯

【要件】

a 世帯の主たる生計維持者の事業収入等のいずれかの減少額(保険金、損

害賠償等により補填されるべき金額を控除した額)が前年の当該事業収

入等の額の10分の3以上であること。

b 世帯の主たる生計維持者の前年の合計所得金額が 1,000 万円以下であ

ること。

C 減少することが見込まれる世帯の主たる生計維持者の事業収入等に係

る所得以外の前年の所得の合計額が400万円以下であること。

第4期

R2.9月末

令和2年度分

第5期

R2.10月末

第6期

R2.11月末

歳入還付

第7期

R2,12月25日

3

第8期

R3.1月宋

第9期

R32月末



【減免額の算定】

対象保険税額く別表1の算式により算出した額)に、別表2の左欄に掲

げる前年の合計所得金額の区分に応じ、同表の右欄に掲げる減額又は免

除の割合を,乗じて得た額((A X B/C) xd)

(ただし、事業等の廃止や失業の場合には、前年の合計所得金額にかか

わらずイ・対象保険税額の全部を免除ずる。)

【減免額の計算式】

対象保険税額

(A X B/C)

【別表 1】

対象保険税額=AXB/C

A .当該世・帯の被保険者全員につ.いて算定Lた保険税額

B:世帯の主たる生計維持者の減少することが見込まれる事業収入等に

'係る前年の所得額(減少することが見込まれる事業収入等が2以上

ある場合はその合計額)

C:被保険者の属する世帯の主たる生計維持者及び当該世帯に属する全

ての被保険者につき算定した前年の合計所得金額

X 減額又は免除の割合

d

,

【別表2】

.

保険税減免額

前年の合計所得金額

300万円以下であるとき

400万円以下であるとき

550万円以下であるとき

乃0万円以下であるとき

1,000万円以下であるとき

減額又は免除の割合(d)

全部

10分の 8

10分の 6

10分の 4

円分の2

4


